
自立支援医療費の支給認定に係る  

実施要綱等について  

（資料の構成）  

○ 自己負担上限月額を定める際の所得区分の認定について  

・ 概要資料 2頁～  

一 前回会議からの修正箇所一覧 6頁～  

・ 資料本体 9頁～  

O 「自立支援医療真の支給認定について（案）」  

■ 本案について 28頁  

・ 資料本体 29頁～  

× かがみ  

× 別紙1 自立支援医療費支給認定通則実施要綱  

× 別紙2 自立支援医療責（育成医療）支給認定実施要綱  

× 別紙3 自立支援医療責（更生医療）支給認定実施要綱  

× 別紙4 自立支援医療責（精神通院医療）支給認定実施要綱   



自己負担上限月額を定める際の所得区分の認定について  
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自立支援医療に係る自己負担上限額を定める際の所得区分の認定について  

支給認定については、提出された書矧こ基づき、次の流れで認定する。  

自立支援医療の支給認定にあたっては、自立支援医療を  
受診する者の「世帯」の藍鎧に応じて、各月ごとの自己  

負担上限額を定めることとなる。  

対・象疾病等ある  

丘   

I「世帯」の範囲を確認  

支給認定を行う都道府県・市町村は、  

I「世帯」の範囲を確認   

Ⅱ「世帯」の所得を確認   

Ⅲ 必要に応じ、「重度かつ継続」かどうかを確認  

して、どの所得区分（資料①）に該当するかを判断し、  

各月ごとの自己負担上限額を決定する（右図）。  



資料（彰所得区分概念図  

1．受診者：従来の更生医療、育成医療、精神通院公費の対象者（対象疾病は、従来の対象疾病の範囲どおり）  

2．給付水準‥自己負担については1割負担（E＝コ部分）。ただし、所得水準に応じて負担の上限軽を設定。  

また、入院時の食費（標準負担額）については自己負担。  
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生活保護世帯   
市町村民  市町村民需  

←所得税非課税             ← 所得税  （所得税額30万円相当        ′以上）   

本人所子  相  

所用区分       ⑤  

象  

額）   

（J  

※1① 育成医療（若い世帯）における負担の激変緩和の経過措置を実施する。  
② 再認定を認める場合や拒否する場合の要件については、今後、実証的な研究結果に基づき、制度施行後概ね1年以内に  

明確にする。  
※2 ① 当面の重度かつ継続の範囲  

疾病、症状等から対象となる者  
統合失調症、操うつ病（狭義）、難治性てんかん  
腎臓機能・小腸機能・免疫機能障害  

精神・■・  

更生・育成  

疾病等に関わらず、高額な車用負担が継続することから対象となる者  
精神・更生・育成・・医療保険の多数該当の者  

② 重度かつ継統の対象については、実証的な研究成果を踏まえ、順次見直し、対象の明確化を図る。  
※3 「一定所得以上」かつ「重度かつ継続」の者（所得区分⑤’）に対する経過措置は、 施行後3年を経た段階で医療実態等  

を踏まえて見直す。   



資料②自立支援匡掛こ係る「せ胃J・について  

＜左図の例から＝・＞  A   

○ 健康保険に加入するA氏とB  

氏からなる「世帯」と、国民健康  
保険に加入するC氏からなる「  

世帯」に2分される。  

○ 税制上はC氏がB氏を扶養親  
族としている場合であっても、医  
療保険の加入関係が異なるの  

で、C氏とB氏は別の「世帯」。   



資料⑨所得を確認する対象について  

同一保険単位で認定された「世帯」の所得を確認し、どの所得区分に該当するかを見て、月額自己負担上限額を認定する。  

て、、ノ‾  
r世苫lの罪名彗は．当該 rl廿苦Ilニ虫  なっている書の貢  

Cn  

国民健康保険なら  

「世帯」内の被保険者全員の所得  

健康保険など国民健康保険以外の医療保険なら  
被保険者の所得  

※自立支援医療を受ける者が、被保険者であっても被扶養者であっても上記原則は変わらない。   



前回課長会議からの修正箇所一覧  

＜所得区分について＞部   

1つ目の○（11ページ）   

曇重量の属する「世帯」の収入（※2箇所）  

1   

童詮豊の属する「世帯」の収入  

図について、育成医療の経過措置を反映させる修正（12ページ）  

＜「世帯」の考え方・確認方法等について＞部  

【原則的な考え方】部の2つ目の○（14ページ）  

（育成医療の場合は受給者のものに加えて受診者の名前が記載されている被保険者  

証等の写しも同時に）を提出させるものとする。  

3. 

（育成医療の場合は」受給者のものに加えて受診者（＝嘩書児）の名前が記載され  

ている被保険者証等の写しも同時に）を提出させるものとする  

については、その券面の写しが   

あわせて、受診者の属する「世帯」  

証等の写しを提出させるものとする。  

1   

あわせて、受診者の属する「世帯」  

証等の写しを提出させるものとする。   

なお、豊診書が国民健康僅儀 に加プ  

の写しが「世帯」 全畏〃  

させる又は職権で調壬する等の方法に  

に属する他の者の名前が記載された被保険者  

に属する他の者の名前が記載された被保険者  

′ている場合については、申請者の提示した  

Iのかどうかにつ善、申請書に住民票を提出  

って確認することとして差し支えない。  

【原則的な考え方】部の注（14ページ）   

「市町村民税世帯非課税世帯」については、その属する「世帯」の世帯主及びすべての世帯員  

が自立支援医療を受ける日の属する年度（自立支援医療を受ける日の属する月が4月又は5月で  

ある場合にあっては、前年度）を基準として非課税であるかどうかを判断することとしていると  

ころ、仮に、自立支援医療を受ける日の属する月が4月又は5月である場合であって、旦旦以降  

も継続して自立支援医療を受けることとなっているときには、旦旦以降、課税状況が判明した段  

階で、利用者の属する「世帯」が、再度市町村民税世帯非課税世帯に該当するかどうかにつき確  
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認を行うことを妨げない。  

1   

「市町村民税世帯非課税世帯」については、その属する「世帯」の世帯主及びすべての世帯員  

が自立支援医療を受ける日の属する年度（自立支援医療を受ける日の属する月が4月ニュ旦見であ  

る場合にあっては、前年度）を基準として非課税であるかどうかを判断することとしているとこ  

ろ、仮に、自立支援医療を受ける日の属する月が4月ニニ旦見である場合であって、ヱ且以降も継  

続して自立支援医療を受けることとなっているときには、ユ且以降、課税状況が判明した段階で、  

利用者の属する「世帯」が、再度市町村民税世帯非課税世帯に該当するかどうかにつき確認を行  

うことを妨げない。   

【世帯の範囲の特例】部の1つ目の○（19ページ）  

産室董を扶養しない  

S. 

豊重畳を扶養しない  

＜所得の確認方法等について＞部   

【確認の対象となる所得】部の2つ目の○（21ページ）  

→ つまり、  

・ 国民健康保険加入者については、「世帯」の確認の際、受診者と  

同一の加入関係にある者全員の被保険者証の写しを提出させること  

が必要となる一方、  

1  

→ つまり、r世帯」の範囲の確認に おいて、  

・ 国民健康保険加入者については、受診者と同一の加入関係にある  

者全員の被保険者証の写しを提出させることが必要となる一方、   

【所得区分の認定】部の1つ目の○（23ページ）  

払を確認し、（※2箇所）  

1  

透農を確認し、   

【所得区分の認定】部の2つ目の○（23ページ）  

庄屋麹非課税の者  

1  

市町村民税非課税の者  
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【所得区分の認定】部の4つ目の○（24ページ）   

rこの堵含においても、7月以降の月額負担上聞頓について、7月に全員の再認  
定を行うことは姜さないこととする。Jの追加   

【支給認定の変更について】部の1つ目の○（24ページ）  

必要な圭垂  

3. 

必要な地   

【支給認定の変更について】部の3つ目の○（25ページ）  

適用する也±ではない  

J. 

適用する塁金ではない  
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